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「治療用アプリ」が実現する 
新時代の医療のかたち

デジタル万歩計や服薬管理アプ
リなど、多くのデジタルヘルス製
品が市場をにぎわしていますが、
現在はエビデンス※1に基づいて開
発された、診断・治療・予防緩和な
どを使用目的とした「デジタル医療」
と呼ばれるプログラム医療機器が
注目されています。特にスマート
フォンなどを活用した「治療用アプ
リ」は世界的にも開発が盛んで、日
本でもニコチン依存症を対象とし
た治療用アプリ※2が2020年に薬
事承認※3、保険適用されて注目さ
れるようになりました。
「デジタル医療の中でも、実際の
治療に使用されるものを『デジタ
ル治療』と定義づけています。中で
も直接治療に介入するアプリケー
ションは『治療用アプリ』と呼ばれ、
現在は糖尿病などの慢性疾患や、

精神疾患、神経疾患などの治療領
域で活用されています」（南雲氏）

スマートフォンなどを介して 
治療情報、アドバイスを提供

2010年、世界に先駆け米国で
FDA※4の承認を得た、WellDoc
社の「BlueStar」（日本では承認に
向けて準備中）という糖尿病患者
向け治療用アプリを例に仕組みを
説明してみましょう。まず治療用
アプリは医師によって処方される
ので、患者は自分のスマートフォ
ンなどにダウンロードし、日々の
血糖値情報を入力します。アプリ
はその情報を解析し、患者個々の
状況に応じた食事のア
ドバイスや運動を促す
メッセージなどを最適
のタイミングで発信し
ます。同時に投与すべ
き適切なインスリン量
が報告される仕組みで
す（図1参照）。従来の
単発的な通院に比べて
継続的な治療が受けら
れることや、効果的な
自己管理が実現するこ
とにより、症状改善に
結びつくエビデンスが
報告されています。
「 患 者 が 入 力し た

データは、クラウドを
通じて医療サイドで常
時確認できます。患者

の状態を連続的にモニタリングし、
よりタイムリーな治療が可能にな
りました（図1参照）。また、従来の療
法は一人の医師が一人の患者と
相対して行われていましたが、ア
プリの導入により一対複数の治療
が可能となり、現場の効率化や医
療サイドの負担削減にも大いに貢
献しています」（南雲氏）

合併症、周辺症状などの 
治療に期待される「治療用アプリ」

アプリを活用したデジタル治療
は、副作用や合併症、周辺症状※5

に悩む患者がアプリを通じた医師
の診療を受けながら自己管理を行

い、悩みを軽減することに特長が
あると考えられています。
「例えば主症状が認知症やがん
の場合、精神疾患を合併するケー
スが多く見られます。鬱などが代
表的な症状ですが、そのために治
療から離脱してしまう方も少なく
ありません。また、医療サイドが主
症状の対応に追われ、周辺症状ま
で十分なケアを提供できないケー
スも見られます。そんな時こそ、
治療用アプリが役立ちます。治療
用アプリは医療サイドの手の回ら
ない部分の問題点を早期発見し、
緩和を促しつつ、患者が高いQOL※6

を維持しながら治療を受け続ける
サポートを行います。さらに主症
状に対しても、副作用の危険など
から治療できない患者や、現状で
は充足されない患者に多様な選択
肢を提供することも治療用アプリ
の本領だと言えるでしょう（図2参
照）」（南雲氏）

アプリの普及に欠かせない 
クリアすべき課題とは

スタートしたばかりの日本の治
療用アプリですが、大手製薬会社
はもちろん、百社を超えるベン
チャー企業がすでに参入を果たし
ています。デジタル製品全般でも、
がんを対象にした上市※7・開発品
目数は2,000、神経精神疾患を対
象にした上市・開発品目数も400
以上を数えるなど、医療のデジタ
ル化は時代の趨勢になりつつあり
ます。
「デジタル最大のメリットはスピー

ドですので、以前と比べて技術発
展は驚くほど速くなりました。反面、
陳腐化しやすく製品寿命が 短く
なったとも言えます。それだけに
製品化までの時間をいかに短く抑
えるかは開発の生命線であり、薬
事承認のプロセスなどに関しても、
時代に即した新しいルール作りが
必須だと考えています。治療用ア
プリの先進国ドイツは現在約40品
目のアプリが製品化されています

が、安全性が担保できればまず承
認し、その後臨床データを蓄積す
る条件付き早期承認制度を導入し
たことで、市場は一気に活性化し
ました。

また、治療用アプリには患者の
情報が蓄積され続けますので、治
療レベルは常にアップデートされて
しかるべきです。このデジタルな
らではの長所を活かすためにも、
メーカーが積極的に開発に取り組
める環境整備が大切だと考えます。
承認までのプロセスをデジタルの
特性に調和させた、迅速な対応が
可能となる審査体制の整備こそ、
国内普及のポイントになるでしょう」

（南雲氏）
そして将来、個人が複数の治療

用アプリを活用する時代を想定し
たケーススタディも重要です。は
たして患者が多くのアプリを使い
こなせるのか、また処方する医療
サイドが管理しきれるのか。双方に
とって各アプリの状況を一目で把
握できるインターフェースの整備
も必要だと言います。
「患者、医療サイドの双方にとっ

て使いやすいアプリ環境の整備、
複数管理を容易にするプラット
フォームの構築など、今目の前に
ある課題は無限です。そのために
も、医療の世界を超えた多業種連
合体による取り組みが治療用アプ
リ普及には求められています。例
えば複数アプリの管理は通信キャ
リアの知見に期待するなど、オー
ルジャパンでの取り組みがあって

こそ治療用アプリの国内普及、国
際競争力の獲得が実現すると確信
しています」（南雲氏）

国内初の治療用アプリが薬事
承認、保険適用されてまだ2年足
らずです。世界的にも黎明期の
分野だけに、まだまだ未開拓・未
整備の部分があり、今後の進化
に期待が集まります。

※1 �エビデンス：医療からビジネスシーンまで広
く使われているが、ここでは科学的根拠の
意味。

※2 �ニコチン依存症を対象とした治療用アプリ：
ニコチン依存症治療アプリおよびCOチェッ
カー「CureApp SC」のこと。呼気一酸化炭
素濃度が自宅でも毎日確認できる機能など
がついた禁煙治療用のアプリ。

※3 �薬事承認：医薬品や医療機器などの製造販
売を厚生労働大臣が承認すること。

※4 �FDA：Food and Drug Administrationの
略語でアメリカ食品医薬品局のこと。

※5 �周辺症状：認知症の発症により引き起こさ
れる、徘徊、鬱、幻覚などの2次的な行動
症状、心理症状。

※6 �QOL :Quality of Lifeの略称で、「生活の質」
や「人生の質」という意味で、生活や人生が
豊かであるということの指標であり精神的な
満足度。

※7 上市：初めて市場に出すこと。

デジタル「治療用アプリ」の普及により
広まる次世代の医療体制
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【図１：糖尿病患者の治療を支援する
アプリの利用イメージ】

（WellDoc社のアプリ「BlueStar」の例）

【図 2：多様な治療におけるデジタル治療の意義】

合併症・
副作用
などに
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主症状に
対して

現状では充足されない患者に多様な選択肢を提供し続ける
現状では治療を提供できない患者層へのアプローチ（注1）

（注1）例えば、副作用が比較的少ないため、子どもや妊婦などの治療への活用。

早期発見と治療

デジタルならではの新たな作用によるアプローチ（注2）
（注2）例えば、言葉・映像などによる患者の認知や行動に対する作用による治療への活用。

離脱することなくQOL高く治療を続けることを支え続ける
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